
八潮市多文化共生推進プラン（案）に対するご意見と市の対応 

 

１ 意見募集期間 

  令和２年１２月１５日から令和３年１月１５日まで（３２日間） 

２ 意見提出者数・件数 

  提出者数：１人 

  提出件数：９件 

３ 意見と市の考え方 

  反映の区分 

  Ａ：意見を反映し案を修正する（した）     ３件 

  Ｂ：すでに案で対応している 

  Ｃ：案の修正はしないが、実施段階で参考とする ６件 

  Ｄ：意見を反映できなかった（しない）      

  Ｅ：その他 

 

意見

番号 
ご意見の内容 市の対応・考え方 

反映 

区分 

１ 

プランの中で「やさしい日本語」に努

めるとあるのに、プランの表現が全般

的にかたく、しかも漢字にルビをふっ

ていない。小学校 2～3 年生程度でも

理解できる表現に変え、かつ漢字には

ルビをふることが望ましい。 

 ご意見を踏まえ、漢字にルビを加えるほ

か、一部の表現（※）については、 

分かりやすい表現等に修正します。 

 また、別に作成するプランの概要版で

は、できる限り理解しやすい表現などを用

います。 

※主な修正例 

・気象災害の激甚化→大規模な地震や 

 台風などの自然災害の増加 

・属性→属性（国籍や性別など） 

・尋ねた→聞いた 

・適宜→必要に応じて 

・進捗状況→進み具合 

A 

２ 

表紙には八潮市多文化共生推進プラン

（案）とのみ表記されているが、多文

化共生推進という言葉自体が市民には

あまり知られていないのではないかと

思う。そこで、多文化共生プランの下

に囲みで以下のように付記してはどう

か。 

 ご意見を踏まえ、表紙に次の説明書きを

加えます。 

 「お互
たが

いを思
おも

いやり、助
たす

け合
あ

いながら暮
く

らしやすいまちをつくるためにみんなで

取
と

り組
く

むプランです」 

Ａ 



八潮市
や し お し

で生活
せいかつ

するひとや働く
はたらく

ひとな

ど、八潮市
や し お し

にかかわるすべてのひとび

とが、ちがう文化
ぶ ん か

、ちがう生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

、

ちがう価値観
か ち か ん

を共
とも

に学びあい
ま な び あ い

、理解
り か い

し

あい、尊重
そんちょう

しあい、助けあいながら
た す け あ い な が ら

、

コミュニケーションを大切
たいせつ

にした

新しい
あ た ら し い

きずなをつないでいくために、

みんなで取り組む
と り く む

プランです。 

３ 

数値目標が 3点は少なすぎる。 

数値目標がある「日本語ボランティア

養成講座受講数」の現状値はのべ 314

人となっているが、これを実数で表し

て欲しい。同じ方が何回も受講してい

れば見かけ上は数字が高くなるが、日

本語を学びたいニーズは高いから、キ

チンと教えられる日本語ボランティア

を増やす必要があります。ボランティ

ア養成講座受講生のうち、実際に今、

日本語ボランティアとして活動してい

る人数がどのくらいいるのか、見える

化する必要があります。 

また、日本語ボランティアは必要です

が、ボランティアたよりではなく、日

本語教育を業とする職員を雇い、常時

日本語を教えられる体制も必要です。 

 当プランの数値目標は、「多文化共生推

進プラン策定委員会」のご意見などを踏ま

え、現状に即した実現可能性のある目標値

を設定しています。 

 このうち、日本語ボランティア養成講座

については、年度によって入門編や実践編

など、講座内容を変えて毎年開催していま

す。 

 このため、初めて受講する方、複数回受

講する方がいるほか、受講後についても実

際に団体などで活動している方や、団体に

は加入せず自分のできる範囲内で活動し

ている方、時間的な制約などから現時点で

は活動していない方など様々な状況が見

られます。 

 市では、今後も日本語ボランティア養成

講座を開催し、多文化共生に興味・関心の

ある市民を増やしていきたいと考えてい

ます。また、受講後に実際の活動につなげ

られるよう支援するとともに、活動状況の

把握に努めていきたいと考えています。 

 なお、日本語教育を業とする職員を雇

い、常時日本語を教えられる体制について

は、現状においては多くの課題があると考

えていることから、今後先進事例等を踏ま

えて調査研究させていだきます。 

 

C 

４ 

アンケート調査では、知りたい情報の

トップが「災害への備え、地震や火事

などの対応」となっている。従って「外

 市では、災害等を含めた生活情報をやさ

しい日本語や多言語で提供し、外国人市民

が生活情報を入手しやすい環境を整え、外

C 



国人を対象とした防災に関する講座」

を開催したり、「外国人を対象とした緊

急通報訓練の開催」などを、最低、年

に 1～2 度の開催を加えることを提案

したい。 

国人市民の不安等の解消を図りたいと考

えています。 

 こうした取組は、外国人市民だけでなく

高齢者や障がい者などにも共通するもの

であることから、当プランはもとより関係

プランに基づく取組を進める中で検討さ

せていただきます。 

 なお、防災訓練については意見番号 5及

び意見番号 9もご覧ください。 

５ 

無理解から災害時外国人と一緒に避難

することに不安を持つ市民もいること

から、令和 7年度までに、市民の半数

が「外国人と一緒に避難することに不

安がない」とする人の割合を最低でも

40％～50％とする数値目標を定める

ことを提案したい。 

 現状においては、「外国人と一緒に避難

することに不安がない」という意識を持つ

方の割合について把握していないことか

ら、目標値の設定は難しい状況です。 

 意見番号 4 及び意見番号 9 と関連しま

すが、市では、外国人市民を含めだれもが

参加しやすい防災訓練の実施などに努め

ていきたいと考えています。 

 このほか、災害時の避難所において、外

国人市民と円滑なコミュニケーションが

とれる情報ツールの整備と活用を通じ、だ

れもが不安なく避難できるよう努めてい

きたいと考えています。 

C 

６ 

多文化共生を理解していただくため

に、企業においても多文化共生をテー

マとした研修を行っていただきたい。

アンケートでも差別や偏見を「仕事を

探すとき」「家を探すとき」「公的機関

などの手続きの時」に感じる方が多い。

従って、おそらく現在、市内の企業で

多文化共生についての研修を行ってい

る企業は皆無だと思うので、令和 7年

度までに研修を行った企業数について

数値目標を定めることを提案したい。 

 現状においては、「外国人市民が働く市

内の企業数」については把握していないこ

とから、目標値の設定は難しい状況です。 

 ご意見のとおり、多文化共生を推進する

ためには行政だけではなく、企業での取組

も求められます。 

 当プランにおいて、「就労の支援」として

事業主等に対する意識啓発を行うなどの

取組を位置付けています。 

 関係機関との連携による就業支援や情

報提供の充実を図りながら、企業における

多文化共生への理解向上に努めていきた

いと考えています。 

C 

７ 

31ページの（2）教育の支援 

〈主な事業〉 

「2－2－2 就学にかかる資料の多

 現状においては、外国人保護者への説明

会や就学前の児童に限定したやさしい日

本語教室の実施については、使用言語や実

C 



言語化」について 

資料の多言語化と共に、外国人保護者

対象の説明会も行うべきです。また、

就学前の児童を対象にやさしい日本語

教室を実施することを提案したい。 

施体制など多くの課題がある状況です。 

 市では、新たに就学にかかる資料の多言

語化などを図り、これまで以上に就学支援

に努めるとともに、ボランティア団体など

と連携して、児童だけでなく様々な人が学

べる日本語教室の充実に努めていきたい

と考えています。 

８ 

「2－2－4 国際理解講座の実施」に

ついて 

児童生徒の国際講座の実施に、給食の

メニューに様々な国の献立を取り入

れ、食を通じての国際理解教育の推進

を付け加える。 

 給食などの食を通じた国際理解教育に

ついては、様々な国の食文化に触れること

で、児童生徒などの興味・関心が高まる一

つの方法と考えます。 

 市では、「食」を含め様々な視点での内容

を通じ、国際理解教育の効果的な取組を進

めていきたいと考えています。 

C 

９ 

32ページ（安心・安全の支援） 

〈主な事業〉 

「2－4－3 外国人市民が参加でき

る防災訓練の情報提供と実施」につい

て 

基本的に防災訓練は市民なら誰でも参

加できるので、この表現は不適切。穿

った見方をすれば、外国人市民が参加

できる防災訓練と参加できない防災訓

練があるように思える。 

情報提供はもちろん必要ですが、実際

に防災訓練に外国人にも参加してもら

えるように、防災訓練（町会主催の防

災訓練も含めて）に外国人参加者の人

数について数値目標を定めることが必

要です。 

 ご指摘のあった表現については、「外国

人市民も参加しやすい防災訓練の情報提

供と実施」に修正します。 

 また、ご提案のあった外国人参加者数に

ついては、参加者数の把握が困難であるこ

とから、目標値の設定は行わないものの、

外国人市民を含めだれもが参加しやすい

防災訓練の実施などに努めていきたいと

考えています。 

 このほか、災害時の避難所において、外

国人市民と円滑なコミュニケーションが

とれる情報ツールの整備と活用を通じ、だ

れもが不安なく避難できるよう努めてい

きたいと考えています。 

 なお、意見番号 4 及び意見番号 5 もご

覧ください。 

Ａ 

 


